









































　　2-1）折れ線グラフ ( ステップチャート ) による観察、研究する手法
　　2-2）面グラフにより観察、研究する手法　
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　平均時間数は人々の１日 24 時間の各行動への時間配分状況を示すものである（例 : 睡
眠 8 時間、食事２時間、仕事 9 時間、通勤２時間、テレビ視聴 2 時間半等々、計 24 時間）。
　時刻別行為者率は総務省の社会生活基本調査では 20 行 96 列の時刻別行為者率表に纏め
られている（後掲図 2 参照）。そこには上記の①から③の大項目の下位カテゴリーである




加）しているのかが理解出来る（例えば 0:00-0:15 には睡眠の行為者率 82.93%、テレビ視









しめるに必要なる資料を提供しようとするものである」（日本放送協会 1942 : 1）として、



































　個人の研究者にあっては、手書き作図の時代は 1980 年代（PC98 がまだ普及途上にあっ
た）まで続いたと考えられる。1980 年代には、電卓に続いて、「マイコン」（マイクロ・
コンピュータ、もしくはマイ・コンピュータ）の MS-DOS 上で Lotus123、Multiplan、
Multichart 等の表計算、グラフソフトが使えるようになり、表計算、作図もコンピュータ
上で徐々に行えるようになった。しかし、一般の研究者のデータ処理環境が飛躍的に展開
したのは、1995 年に OS がウィンドゥズ 95 時代になって以降である。表計算機能、作図
機能が一体となった EXCEL がウィンドゥズパソコンソフト市場を席巻し、マッキントッ
シュ上での普及とも相まって、当該ソフトは EXCEL 一色となり、現在に至っている。ま





















法律 18 号）第 15 条第 2 項による指定統計の目的外使用申請制度により、研究者にも開け
ていた。ただ、中央官庁、自治体の利用が多く、「大学、民間機関の研究者の使用は圧倒



























量解析では SPSS が多用されている）、シーケンスアナリシス（後述）] の途も開かれた。
　なお、NHK 国民生活時間調査のデータに関しては、現在のところデータの二次的利用
については閉ざされている。ただ、NHK は 5 年ごとの調査報告書で、ほとんどの紙面を
割いて、集計値として情報量が豊かな、各種属性集団（性、年齢、職業、主婦、学生、小
中高生など）の時刻別行為者率表を提供してきた。初期の藤原の時刻別行為者率表の分析
手法の研究は NHK 国民生活時間調査の時刻別行為者率表を活用してなされた。NHK 国
民生活時間調査のデータに関しては、研究者自らが入力・加工しなければならなかったが、
研究にとっては宝庫であった。ながらく『NHK 国民生活時間調査』として公刊されてき































































から A 表を減じて（B 表 -A 表）得られた差分時刻別行為者率表（差分表）を用い、兼業
主婦から専業主婦に関しては C 表－ B 表の差分表を使用し、さらには独身の働く女性か
ら専業主婦への移行については C 表－ A 表の差分表を活用して、各差分表の数値を観察
上の新基軸である文字グラフに変換して、女性の「生活時間構造」の変動内容を解明した
− 70−









域に描かれ、24 時間の刻々の変化の内容が描かれている（描図法は図 8 参照）。他の 2 つ
の変化の局面も同様に描かれる。これにより次のような変化が明らかになった。
　独身の有業女性が結婚し兼業主婦となることで、朝夕に家事等の無償労働（当該文字
は ’□’、図 1 参照）が彼女たちの生活に入り込み、有償労働（仕事）とも相まって朝夕
の生活時間がひっ迫する（「定時制主婦の成立」）。






























































　択一回答の集計を通し、96 の時刻ごとに 20 種類の行動のそれぞれに何パーセントの人
が従事（参加）していたかが、20 行 96 列の表形式で算出される。各時刻（列）の行為者

















　平均時間数は時刻別行為者率から算出出来るが [ 平均時間数＝（15 分×∑行為者率 %）





















　ちなみに、平均時間数 / 日の算出の仕方は 2 通りある（図 11 も参照）。
　1 つ目は時刻別行為者率表経由 [ Ⅲ、１、（３）] のものである。１日の食事の平均時
間を求めるときには、食事の 96 の時刻の行為者率を加えて、それに 15 分を乗じた上で、
平日 土曜 日曜
男性 1 時間 29 分 1 時間 37 分 1 時間 40 分
女性 1 時間 35 分 1 時間 44 分 1 時間 45 分
表1　食事時間の比較 ( 属性×異なる曜日 )
出所：NHK 放送文化研究所編（2011）。
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100％で除する [ 平均時間数＝（15 分×∑行為者率 %）÷ 100%] ことで得られる。その他
の行動の平均時間も同様の手法により算出される（図 11 の「Ⅳ . 生活時間データの種類」
の c → d の算出過程）。
　2 つ目は個票経由の算出法である。ある個票（個人）の朝、昼、晩の食事の記録が１日
6 つの時刻（15 分単位）を占めて展開しているなら、その人の 1 日の食事時間は 90 分と
なる。別の個票についても同様に食事時間を算出して、これらを加算したものを個票数（人
数）で除することにより食事の平均時間数が得られる（図 11 の「Ⅳ . 生活時間データの種類」











ある。これにより（ⅰ）異なる 属性集団の比較（例　有職者・男 - 女間の 2010 年の仕事
行動の比較）や（ⅱ） （同じ属性集団の）異なる時点間の比較（「残業問題」で用いられた








ある。総務省、NHK のいずれの調査報告書でも時刻別行為者率表（図 2 参照）の、各種
















注：時刻の目盛りは 1 日 96 の時刻としている。
出所：NHK 国民生活時間調査（1976、1986 年）より作成。
事務・技術職の 1985 年と 1975 年の行為者率の比較
− 76−







: 13 種類の行動× 2 属性）、（同一属性の）異なる時点間（例 : 13 種類の行動× 2 時点）の
観察が煩雑、困難極まりないものとなることである。
　図 4 は全行動時刻別行為者率分析の実体的定義で事例とした「残業問題」の分析で用い
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図5　ステップチャートを用いた行動ごとの時点間比較































































































　この時刻別行為者率表の時刻の単位は 30 分である。１日は 48 の時刻からなる。社会生
活基本調査の時刻別行為者率表の本来の時刻単位は 15 分で 20 行 96 列の形式で編成され
ている。図 7 では、まず、それを 20 行 48 列の表形式に再編成し、さらにそれを転置させ
（行列を組み換え）、48 行 20 列（48 の時刻、20 種類の行動）にしたものを利用している。
生活時間構造の概要を知るには 30 分単位で事足りる。時刻ごとの細かい動向の分析（後
掲の図 8 および図 9 の「残業時の生活時間構造の変動分析」）を試みたいときには 15 分単
位のデータを用いる。文字グラフの時刻単位は目的により使い分けることが出来る。
　時刻別行為者率表の下端に、表のデータを文字に変換する規則が記されている。左の時
刻表示帯の下端の SYMBOLS という文字の右側に、20 種類の行動それぞれに対応させて
アルファベット 1 文字が割り当てられている。睡眠（sleep）に対しては S、身の回りの用
事（personal care）には C といった具合に、もとの行動の種類が連想可能な文字を割り
当てるのが基本である。しかし、食事（meals）の場合は M ではなく、英語の eating に
関係させ E という文字を用いている。通勤移動（commuting）に M を用いたから重複を
避けている。子育て（child care）は I である。文字の識別可能性を考慮して決めたもの
もある。
− 82−
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　1 つの文字はこのように（ⅰ） 行動の種別を表すとともに、（ⅱ） 行為者率の規模も示す。
ここでは 1 文字で行為者率 1% である。
　時刻別行為者率表の最下行の睡眠（sleep）は 68% であるから、右の文字グラフでは S
を 68 個ならべる。身の回りの用事（personal care）は 6% であるから C が 6 個、ほか大

































㋐ 1985 年の時刻別行為者率表（13 行 96 列）から 1975 年のそれを減じ、差分時刻別




　図 8 の上段の下の表では 17:00 ～ 17:15 の時刻のデータを取り出し、それを例に作図の




字グラフに変換する。睡眠（－ 1% ⇒ S）、食事（－ 1% ⇒ E）、身の回りの用事（－
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るという勤労者の残業時の経験を、統計数値をもとに確認しようとするとき、従来の全行
動時刻別行為者率手法によれば、まず 1975 年と 1985 年の時刻別行為者率表をもとに、仕
事、帰宅移動、食事、テレビ視聴、睡眠ごとに、75 年と 85 年の２本のステップチャート（点
























　1985 年は早い時間帯（午後 7 時：19 時頃）では 1975 年に比して食事する人が少ないので、
1985 年の食事の行為者率（実線）は 1975 年のそれ（点線）を下回る（1985<1975 : 放物
線の左半分 : パート E の部分）。逆に 1985 年は遅い時間帯では 1975 年に較べて食事を摂
る人が相対的に多いので、1985 年の行為者率（実線）が 1975 年のそれ（点線）を上回る
（1985>1975 : 放物線の右半分パート : E’の部分）。
　早い時間帯の差分行為者率表上の食事の「負の」行為者率（=1985-1975）はステップチャー
トのパート E に該当する。遅い時間帯の差分行為者率表の「正の」数値 （=1985-1975）は
パート E’ （E ダッシュ）に関係する。2 本のステップチャートに挟まれたこの 2 つの領域
が差分生活時間構造グラフにどのように表現されているのか（関係しているのか）を見る。
　パート E は差分生活時間構造グラフの早い時間帯（17:00 ～ 19:00）の左の DECREASE
領域の E の文字グラフ部分に相当し、ハート E’は遅い時間帯（19:30 ～ 23:15）の右の











注：NHK 国民生活時間調査（1975 年、1985 年）平日データより作成。
出所：藤原（1996）。
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相殺される（表 2 参照）。平均時間を観察するかぎり、1985 年の夕食（E）の平均時間数
は 1975 年のそれと差異（Δ 0.8 分）はないことになり、残業時の夕食時間数に変化はな
いと結論を下してしまう。また、移動（M: Δ－ 1.0 分）も然りである（表 2 参照）。
　食事や移動の「戻し行動」は差分生活時間構造グラフによれば観察可能であるが、平均
時間数の観察（平均時間アプローチ）では不可能である、ということである。
　かつて篭山京が 1941 年 9 月の生活時間調査の観察の焦点について、「労働や睡眠や余暇
のそれぞれの時





































者率表の同じ行列要素の 2 つの行為者率の大小比較をして、より小さな行列要素の数値（例 










前段の残業研究では、残業が多かった 85 年の時刻別行為者率表から 75 年のそれを減じて、
正負の数値からなる差分時刻別行為者率表を得た。しかし、この正負の数値からなる差分
表も最小値時刻別行為者率表の考え方を導入すれば、75 年特有の行動（=75 年時刻別行
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　「最小値時刻別行為者率表」は全行動時刻別行為者率分析では、重要な意味のある行列
概念である。最小値時刻別行為者率表は、分析対象の２つの異なる時刻別行為者率表（時
刻別行為者率表 A、時刻別行為者率表 B とする）の同じ行列要素同士を大小比較して、
より小さな数値の行為者率から新たに作成される行為者率表である。これはもとの時刻別









　差分時刻別行為者率表 A= 時刻別行為者率表 A －最小値時刻別行為者率表・・・（a）





　時刻別行為者率表 A ＝最小値時刻別行為者率表 A ＋差分時刻別行為者率表 A
　時刻別行為者率表 B ＝最小値時刻別行為者率表 B ＋差分時刻別行為者率表 B




　残業時の変動分析では 1985 年の時刻別行為者率データ（13 行 96 列）から 1975 年のそ
れを減じ、差分時刻別行為者率表を作成した。





クス 75 とした。また、差分時刻別行為者率表 8575 を差分マトリックス 8575 としてある。
簡単のために 2 行 2 列の行列表にして説明した。最上段に変動分析の例を示している。
　比較分析の手順は第２段以降に示している。マトリックス 85 とマトリックス 75 から最
小値マトリックスをまず算出している。次にマトリックス 85 から最小値マトリックスを
減じ、差分マトリックス 85 を得る。同様の手順で差分マトリックス 75 も算出する。






























の一連の研究はコンピュータ言語、APL2 言語 (Brown, J, Papkin S.& Polvika,R.1988、
図10　マトリックスの減算と最小値マトリックス、差分マトリックスの関係性
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　まず、「Ⅳ . 生活時間のデータの種類」と「Ⅴ . 分析手法」との関係を見てみよう。「C. 時
刻別行為者率分析」が「c. 時刻別行為者率データ」に対応したものであることは言うまで
もない。そのほか「a. 個人の１日の行動推移データ」は「A. シーケンス分析（アナリシス）




















図11　生活時間データに対するさまざまなアプローチ ( 高齢者研究の分析枠組み )









































































を用いた特殊な関数記号を用いる。詳しくは Brown J.,Papkin S.,&Polivka R.（1988）、さらには
Thomson N.&Polivka R.（1995）を参照されたい。
10） 20 行 96 列の最小値時刻別行為者率表を列（表の縦方向）の集計値が各時刻の同時刻同一行動従
事者の比率を示すとなり、相似性の指標となる。この相似性の指標に基づき筆者は 9 つの職業集
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